
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26-12） 

 

１ 7 月 12 日、フィリピンをはじめ日本、米国、豪州、NZ などの 14 か国は、2016 年

の南シナ海に関する仲裁裁判判決から 10 周年を記念し、同判決が依然として法的拘束

力を持つことを再確認するとともに、いわゆる「歴史的権利」に基づく中国の広範な

海洋権益主張を拒否する声明を発出した。同声明では、海洋紛争は平和的に、かつ国

連海洋法条約に従って解決されなければならないこと、航行の自由、上空飛行の自由、

その他の国際法に則った海洋利用をすることの重要性も強調された。 

原文 

（12th July 2026, Philippine News Agency） 

原文 

（13th July 2026, RNZ） 

 

２ 7 月 13 日、バヌアツとパプアニューギニアは、太平洋地域全体で増大する組織的

な国際犯罪に対処することを目的とした警察協力協定「クムル・バヌア警察協力枠組

み」に関する覚書に署名した。バヌアツのナプアット内務大臣は、この協定は、両国

警察の間で、犯罪捜査、人材育成、技術協力など、10 の主要な分野における協力関係

を強化するための包括的な枠組みであると述べた。 

原文 

（13th July 2026, VBTC） 

 

３ 国際海事機関（IMO）は、第 137 回理事会を終了し、国際法に従って航行の権利と

自由を維持することの重要性を再確認した。決議では、国際航行に使用されている海

峡における通過通航権が妨害され、停止されるべきではないこと、またホルムズ海峡

を念頭に、分離通行帯を通るすべての船舶に無差別かつ妨害されない通過通航権を保

障しなければならず、いかなる通行料や料金も課されるべきではないことを強調した。

また、「協力メカニズム」を通じたマラッカ・シンガポール海峡の共同管理の経験に

ついて情報共有がなされるとともに、理事会から加盟国に対し、同海峡の航行援助施

設基金等への拠出が呼びかけられた。 

原文 

（13th July 2026, IMO） 

 

４ 7 月 14 日、中国の王毅外相は、ソロモン諸島のホウエニプエラ外相と会談で、中

国は太平洋島嶼国との関係において地政学的な意図はなく、いわゆる「勢力圏」を求

https://www.pna.gov.ph/articles/1279256
https://www.rnz.co.nz/news/politics/709031/nz-s-support-of-ruling-rejecting-maritime-claim-seriously-undermines-relationship-says-china
https://vbtc.vu/png-vanuatu-sign-kumul-vanua-police-agreement/
https://www.imo.org/en/mediacentre/pressbriefings/pages/imo-council-reaffirms-commitment-to-protecting-vital-shipping-lanes.aspx


めていないと述べた。さらに王外相は、太平洋島嶼国は独立した主権国家であり誰か

の裏庭ではなく、中国とこれらの国々との関係は「いかなる第三者の干渉にも左右さ

れるべきではない」と付け加えた。 

原文 

（14th July 2026, Reuters） 

 

５ ReCAAP が 7 月 14 日に発表した半期報告書によると、2026 年 1～6 月のアジアにお

ける海賊行為及び武装強盗は 35 件（前年同期比 64%減）となり、上半期の数字として

過去 7 年で最も低い水準となった。35 件のうちほとんどが窃盗で、21 隻は航行中に乗

り込まれたものである。シンガポール海峡においてはばら積み貨物船が最も被害を受

け、エンジン部品が最も多く盗まれ、約4分の3が夜間の犯行だった。乗組員は約85％

の事件で無傷で脱出している。 

原文 

（14th July 2026, Splash247） 

 

６ 7 月 15 日、パプアニューギニアは「一つの中国」政策に則り、ポートモレスビー

に置かれた台湾の窓口機関である台北経済弁事処の即時閉鎖を一方的に命じた。これ

を受け台湾の林外相は、事前協議なき決定に対し強く抗議するとともに、液化天然ガ

ス輸出などの協力事業や経済交流の見直しを検討することを表明した。 

原文 

（17th July 2026, RNZ） 

原文 

（21st July 2026, PACNEWS） 

原文 

（21st July 2026, RNZ） 

原文 

（21st July 2026, Island Times） 

原文 

（24st July 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

７ 日本は経済社会開発計画における助成金プロジェクトを通じ、パラオに総額 5 億

5000万円相当となる航路標識 81基、整備船 1隻、アンカーウインチ 1基を寄贈した。

この寄付によって、パラオ国内における船舶の安全性の向上、沿岸インフラの維持能

力の強化、島間輸送や海上生活支援の強化が期待されている。 

原文 

（17th July 2026, Island Times） 

 

８ 米国が米国領サモア沖における鉱物採掘権の売却を提案したことを受け、太平洋

諸国の指導者や環境活動家らは反発を強めている。沖合での鉱物採掘に反対する約 7

https://www.reuters.com/world/china/china-does-not-seek-sphere-influence-ties-with-pacific-island-nations-foreign-2026-07-14/
https://splash247.com/singapore-strait-crackdown-sends-asian-sea-robberies-to-seven-year-low/
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/728671/png-announces-closure-of-taiwan-s-representative-office-in-port-moresby
https://pina.com.fj/2026/07/21/envoy-warns-pacific-strategic-contest-is-shifting-as-png-says-it-will-close-taiwan-office/
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/751972/taiwan-reassesses-economic-ties-with-papua-new-guinea-after-office-closure
https://islandtimes.org/taipei-reassesses-ties-with-png-after-office-closure/
https://islandtimes.org/japan-donates-navigation-aids-vessel-to-boost-palau-maritime-safety/


万件の意見が提出されたにもかかわらず、多くの国民の反対を無視し、地域の文化、

生活、海洋環境を脅かすものであると批判した。11月 19日に予定される売却に向け、

知事には 60日間の意見提出期間が与えられている。 

原文 

（20th July 2026, RNZ） 

原文 

（21st July 2026, PACNEWS） 

 

９ 7月 9日、ツバル警察は同国領海内において違法操業をした疑いで中国漁船を逮捕

した。同船は、実際とは異なる海域にいることを示す虚偽のデータを送信し、自船の

位置を偽造していた。これは「スプーフィング」と呼ばれる手法で、太平洋における

中国漁船の一般的な手口になってきている。 

原文 

（21st July 2026, Island Times） 

 

１０ 7 月 17 日、パラオのウィップス大統領及び在パラオ台湾大使館のチェン大使ら

が非政府組織（NGO）を含む 31 の地域団体に「パラオ・台湾小規模助成金」を贈呈し

た。この助成金は、政府の「違法薬物に『ノー』と言う年」運動に資する、地域社会

における教育、予防、更生などに貢献するコミュニティ・ベースのプログラムに資金

を提供するものである。 

原文 

（21st July 2026, Island Times） 

 

１１ ソロモン諸島のワレ首相は、米国との二国間関係強化のためにワシントンを訪

問してランドー国務副長官と会談し、次週にも米沿岸警備隊が地元警察官を乗せてソ

ロモン諸島海域をパトロールすることを認めるシップライダー協定に署名する予定と

発表した。ソロモン諸島は、2022 年に安全保障協定を締結して以来中国との関係を深

めてきたが、今回の訪問は、米国との海洋分野での関係強化を強調するものであった。 

原文 

（22nd July 2026, SCMP） 

原文 

（24th July 2026, RNZ） 

 

１２ トンガ警察は、複数のトンガ人女性がお見合いシンジケートにより中国へ渡航

させられた事件の捜査を開始した。7月に被害女性の 1人がトンガに帰国したが、女性

らは中国で渡航前に見せられた写真とは異なる男性との結婚などを要求され、パスポ

ートを取り上げられたり、部屋に閉じ込められたりしたと証言している。なお在トン

ガ中国大使館は、国際結婚をめぐる紛争であると主張している。 

原文 

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/749226/pacific-voices-condemn-us-plan-for-offshore-mineral-extraction-off-american-samoa
https://pina.com.fj/2026/07/21/amata-reaffirms-opposition-to-seabed-mining-in-american-samoa-waters/
https://islandtimes.org/images-show-gruesome-extent-of-illegal-pacific-fishing/
https://islandtimes.org/31-community-groups-receive-palau-taiwan-grants-to-fight-illegal-drugs/
https://www.scmp.com/news/us/diplomacy/article/3361396/china-security-partner-solomon-islands-sign-us-coast-guard-patrol-deal
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/782459/solomon-islands-leaders-balance-china-and-us-ties
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/775609/tongan-women-taken-to-china-for-marriage-triggers-police-investigation


（23th July 2026, RNZ） 

 

１３ ASEAN 外相会議の傍らで、豪州のウォン外相は 7 月 21 日に中国の王毅外相と会

談し、太平洋でのミサイル実験への懸念を伝えた。中国外務省はこれに対し、豪州は

南シナ海の一員ではなく、干渉する権利を有しないと応酬。一方、加盟国全体の合意

が得られない太平洋諸島フォーラム事務局は沈黙を守っている。中国からジェット機 2

機を受け取ったキリバスやナウルは実験への反対姿勢を示さないと表明し、実験を非

難したパプアニューギニアも、中国をなだめる試みとして、国内にある台湾の窓口機

関である台北経済弁事処の閉鎖を一方的に命じた。 

原文 

（24th July 2026, Islands Business） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://islandsbusiness.com/news-break/australia-considers-joint-sea-patrols-forum-remains-silent-on-china-missile-tests/


 

 


